
体的な目標の一部分である。ヨーロッパ 2020戦

略の大きな目標の一つは、2020 年までに貧困の

リスクにある人を 2,000 万人減少させることで

ある。同戦略は、失業者が特に貧困に陥るリス

クにあり、結果として主な優先事項が、高水準の

雇用、技術への投資、労働市場の近代化、訓練

と社会保護システムとなることを指摘している。

しかしながら、仕事に就くことが必ずしも貧困

から抜け出すための十分条件であるとは限らな

い。経済危機の発生前でさえ相当な数のヨーロ

ッパの労働者は貧困状態にあった。つまりこれ

は、人並みの暮らしができ、貧困から脱却する

に十分な賃金を保証する政策が必要であること

を示しているのだ。」1）

1　はじめに
　本稿の目的は、我が国の若年層のワーキング

プアの実態、加えて、若年層への支援策（就労

支援、所得保障）の現状を示し、日本における

若年層への支援策の課題を明らかにすることで

ある。

　ワーキングプア問題への対応が日本のみで大

きな課題となっているのではなく、従来よりア

メリカ、ヨーロッパ諸国において同問題への対

応は大きな課題となってきた。Eurofound（2017）

は、次のように述べている。

　「ワーキングプア（原文では in-work poverty）

の予防は、EU 諸国の貧困を減少させるという全

〜要旨〜
　本稿の目的は、若年層のワーキングプアに関する種々の特徴を統計資料から明らかにするとともに、
若年層に対する各種支援政策の課題を明らかにすることである。この目的のために、第一に若年層の
労働市場での状態を明らかにする。そして第二に、筆者が過去に行った日本のワーキングプアの規模
の推計結果と、ワーキングプアを規定する要因の分析結果を示す。上記の結果を受けて、近年、制度
改革が進む若年層支援政策に残された課題を示すこととする。
　考察の結果、以下の諸点が明らかとなった。第一は、景気回復がある中、若年層の労働市場での状
況が依然として厳しいということである。第二は、若年層がワーキングプアに陥りやすい層であると
いうことである。第三は、若年層支援政策に関する PDCA サイクルが確立されていないことである。
　若年層に関わらず各種の支援政策に関するチェック材料の確保と提示は急務であり、そのための制
度整備が課題である。

阪南大学経済学部准教授　村 上　雅 俊

若年層ワーキングプアと若年層に対する
支援の課題
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しかしながら、問題はその中身とその後である。

種々の文献・資料が示すのは、脆弱な存在とし

ての若年層である。OECD（2017）は、次のよ

うに指摘する。「低出生率、長寿化、移民の制

限の結果として人口減少と急激な高齢化に直面

している。将来の経済発展を保障するために、

日本には労働力参入の促進と労働生産性の上昇

を追求する政策が必要である。これには、若年

層の仕事のない状態や不安定な雇用に対する戦

いが含まれるに違いない」と 5）。また、OECD

（2017）は、若年層の状況として以下の諸点をあ

げている。すなわち、①働いている若年人口の

減少、1990 年代と比較して倍以上になった非正

規契約者（contracts）、②減少してきてはいる

ものの高水準にある NEET（not in education, 

employment or training）率、③ NEET 率の男女

差、特に労働市場への再参入を阻害される 20 代

後半の女性の脆弱さ、④ひきこもり、の問題であ

る 6）。加えて OECD（2017）は、日本における職

業訓練として伝統的に雇用主による企業内訓練

があることをあげ、その方法は成功を収めてき

たが、近年、雇用主がテンポラリーワーカー（臨

時職員、パートタイム労働者、派遣社員等）を多

く雇うことにより、実行可能でなくなりつつある

ことを指摘する。さらに同書は、若年層求職者の

所得保障が限られていることも指摘している 7）。

　まず、若年層の雇用・失業状況を統計で確認

しておく。図 1 は年齢階層別に見た完全失業率

の推移である。図 1 から明らかなとおり、近年、

全体的な完全失業率の下落傾向はあるものの、

若年層（15 〜 34 歳）の完全失業率は高水準にあ

る。2017 年の全年齢平均の完全失業率は 3.0％

であるが、この水準を上回る年齢層は、15 〜 24

歳と 25 〜 34 歳である。好景気を背景とした各

年齢層における失業率の下落はあるものの、若

年層のそれについてはいまだに高水準である。

　ワーキングプアという状態は、低賃金や不安

定雇用などの個人状態から起因する一方で、多

数の要扶養者とただひとりの稼得者といった世

帯状態に起因するものでもある。したがって、

ワーキングプア問題は、労働政策のみ、あるいは、

所得保障政策のみによって解決されるものでは

ない。諸外国では、「ワークフェア」や「アクテ

ィベーション」をキーワードに労働政策と所得

保障政策を連携させた政策の実施がある。

　ワーキングプア層は、労働政策と所得保障政

策双方の政策対象となる層である。この点に触

れたこれまでの研究として、駒村（2008）、福原

（2008）がある。駒村（2008）は、労働政策・所

得保障政策の政策対象としてのワーキングプア

を、所得・余暇平面という経済学的手法を用いて、

幾つかのケースをあげつつ理論的に整理してい

る 2）。一方で、福原（2008）は、実態的な側面から、

「（狭義の）ワーキング・プア」、「ボーダーライ

ン就業者」、「（広義の）ワーキング・プア」、「失

業貧困者」といった定義と各定義の間の関連（往

還）を整理し提示している 3）。

　本稿が取り扱う問題は、若年層のワーキング

プア問題とその支援の課題である。ワーキング

プア問題は複数の政策対象となる問題であるた

め、以下では、若年層の現状と計数的・計量的

に捉えたワーキングプアの現状を踏まえた上で、

若年層に対する就労支援・雇用支援政策の課題

を提起することとしたい。

2　若年層の現状
　本節では、若年層を取り巻く労働市場の状況

を、いくつかの統計資料を用いながら示すこと

とする。文部科学省によると、平成 29 年度 2 月

1 日現在の大学等卒業予定者の就職内定率は 91.2

％であり高水準にある。平成 30 年高等学校卒業

予定者の就職内定率も 91.5％と高水準にある 4）。
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である。若年層の正規の職員・従業員の割合が

他の年齢層と比較して高いことが分かる。ただ

し、若年層における雇用者全体の三割弱がいわ

ゆる非正規雇用である。

若年層の雇用・就業を取り巻く環境はまだ厳し

いことが分かる。次に、若年層の就労状況がど

のようになっているかを見ることとする。図 2

は、雇用形態別・年齢別に見た就業状況（既卒者）
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図 1 年齢階層別の完全失業率の推移

（出所）総務省統計局『労働力調査 長期時系列データ 長期時系列表3(9)年齢階級（10歳階級）別完全失
　　　　業者数及び完全失業率－全国』より作成。
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図 2 年齢別・雇用形態別に見た就労の状況 

（注1）合計が100％とはならない年齢階層がある。
（注2）「役員を除く雇用者」を分母として各雇用形態の比率を計算した。また、在学中の者を除いている。
（出所）総務省統計局『2017年 労働力調査 詳細集計』第Ⅰ-5表より作成
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25 〜 34 歳で 35.4％（いずれも 2017 年平均）とな

っている 8）。メディアなどで従来指摘されてきた

ような、若年層がいわゆる自己都合のみで非正

規雇用に就いていないことが分かる。

　では、若年層の仕事からの収入の状況はどの

ようになっているのだろうか。図 3 は、年齢階

層別に見た年間収入（個人）の分布状況である。

図 3 が示すように、若年層（15 〜 24 歳）におい

ては、年収 400 万円未満の割合が約 7 割を占め

ている。各収入階層のボリュームは若年層内で

は同程度であり、同年齢階層内での格差もうか

がい知ることができる。また図 3 は、25 〜 34 歳

で 100 万円未満の低所得者と 700 万円以上の高

所得者の割合が増えることを示している。若年

層内での格差が拡大することが分かる。

　他の年齢層と比較して、（雇用のミスマッチや

本人の意思も含めて）就労すること自体に大き

なハードルが若年層にはある。また、就労した

場合に、一方では高賃金の就業に、他方では低

賃金で不安定な就業に、一定程度の割合の若年

　15 〜 24 歳では、他の年齢層と比較してアルバ

イトの割合が高く、年齢が上がるに従いパート

労働者の割合が増えていく。先の図 1 と合わせ

てみると、若年層の一定割合は、仕事に就くこ

との困難を抱えており、なおかつ、仕事に就い

た場合でも不安定な就業状態にあると言える。

加えて今後、働き方・働かせ方の改変なく同様

の状況が続けば、一生涯ずっと不安定な雇用状

態にある者が一定程度の割合で存在し続けるで

あろうことも図 2 からうかがえる。

　非正規雇用に就いている若年層の非正規雇用

に就く理由が、『労働力調査 2017 年　詳細集計』

第 II-16 表に掲載されている。なかでも、「正規

の職員・従業員の仕事がないから」非正規雇用

に就いているということを理由にあげる、いわ

ゆる若年不本意非正規雇用者（非自発的非正規

雇用者）は、15 〜 24 歳のパート・アルバイトで

6.3％、25 〜 34 歳のパート・アルバイトで 14.7％

となっている。また、15 〜 24 歳の労働者派遣事

業所の派遣社員で同理由をあげた割合は 30.0％、
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図 3 年齢階層別の年間収入の分布
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（出所）総務省統計局『2017年 労働力調査 詳細集計』第Ⅰ-5表より作成



要扶養児童が複数世帯内に存在するような場合

は、ワーキングプアとしてカウントされるかも

しれない。加えて、両親に扶養される立場にあり、

本人も両親も低賃金であり、世帯収入合計が最

低生活基準額に満たない場合は、定義上ワーキ

ングプアとなる。

　表 1 にワーキングプアの規模の推計結果（2002

年）を示している。表 1 にあるワーキングプア

率はワーキングプアの人数をワーキングプアと

非ワーキングプアを合計した人数で除して計算

された値である。

　なお、世帯が貧困であるか否かは世帯収入と

生活保護基準額（月額）× 12 とを比較して、前者

が後者を下回る場合に当該世帯を貧困世帯に分

類している。ここで言う収入は税引き前であり、

各種の給付を含めたものとなる。用いたデータ

は 2002 年のものであるが、2002 年以降の非正規

雇用者の増加などを鑑みると、表 1 に示す推計

結果より現在の状態は悪化（ワーキングプア層

の規模が拡大）していると推察できる。

　表 1 から明らかなとおり、ワーキングプア率

が高い項目として、女性、若年層・高齢層、低

学歴、不安定な就業（正規の職員以外）、従業員

規模が小規模であることがあげられる。表 1 を

年齢別に見ると、15 〜 24 歳以外の年齢層では女

性のワーキングプア率の高さが全体（年齢別の男

女合計）のワーキングプア率を引き上げている。

一方で、15 〜 24 歳では、男女ともワーキング

プア率が同じであり、しかもその水準は高水準

である。ここから、ワーキングプアの規模とそ

こに陥る確率という点で、若年層男女がそのコ

アな層を形成すると言える。

　次に、表 2 にワーキングプアを規定する要因

について筆者が分析した結果を示すこととする。

表 2 にあるとおり、各項目についてリファレン

ス（参照基準）を設定し、リファレンス項目に

層が就くことになる。後者の若年層は、ワーキ

ングプアに陥りやすい（確率の高い）層ではな

いのか？ということもうかがえる。そこで次節

では、筆者が過去に推計した日本におけるワー

キングプア層の規模を示し、加えて、ワーキン

グプアに陥る原因となる要因を示すことで、若

年層とワーキングプアの問題がいかに密接に関

連しているかを示すこととしたい。

3　日本のワーキングプアの規模とワーキン
グプアを規定する要因

　ここでは、数値が少し古くなるが、筆者が過

去に行った日本のワーキングプアの規模の推計

結果と、ワーキングプアを規定する要因につい

ての推定結果を示すこととする 9）。なお、ワー

キングプアの定義により推計・推定結果が大き

く異なるという、学術的に非常に大きな、そして、

議論を要する問題がある。ここでは、紙幅の関

係上、ワーキングプアの定義問題に深入りする

ことはしない。

　推計・推定のために筆者が用いたワーキング

プアの定義は、利用した統計である『就業構造

基本調査』の特性を鑑みて、「通常（3 ヶ月間）

以上、労働市場で活動（就業・求職）したが、

世帯収入が最低生活基準額（生活保護基準額）

に満たない個人（学生除く）」である 10）。前節ま

では若年層個々人の状態にターゲットを絞り、

その脆弱な状態を明らかにしてきた。しかしな

がら、上記のワーキングプアの定義にあるとお

り、本節では若年層が属する世帯の状態を考慮

することとなる。例えば、とある若者が扶養さ

れる状態にあり、世帯収入が生活を営む上で十

分あり、小遣い稼ぎのためにアルバイトをして

いるという状態であれば、当該個人は本定義か

らワーキングプアとしてカウントされることは

ない。一方で、低賃金のフルタイムで働いており、
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表 1　ワーキングプアの規模の推計結果（2002 年）
（単位：実数は（人）, 構成比 , ワーキングプア率は（％））

実数 構成比 ワーキングプア率ワーキングプア 総数 ワーキングプア 総数
合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

総数 3,396,023 1,632,366 1,763,657 54,869,206 31,503,113 23,366,093 100.0 48.1 51.9 100.0 57.4 42.6 6.2 5.2 7.5
有業者 2,514,104 1,155,972 1,358,132 50,626,890 29,710,355 20,916,535 74.0 34.0 40.0 92.3 54.1 38.1 5.0 3.9 6.5
無業者 881,919 476,394 405,525 4,242,316 1,792,758 2,449,558 26.0 14.0 11.9 7.7 3.3 4.5 20.8 26.6 16.6

年齢
15-24 歳 285,415 143,547 141,868 4,614,405 2,316,629 2,297,776 8.4 4.2 4.2 8.4 4.2 4.2 6.2 6.2 6.2
25-34 歳 631,924 290,954 340,970 12,543,311 7,275,253 5,268,058 18.6 8.6 10.0 22.9 13.3 9.6 5.0 4.0 6.5
35-44 歳 697,219 295,091 402,128 10,924,039 6,256,805 4,667,234 20.5 8.7 11.8 19.9 11.4 8.5 6.4 4.7 8.6
45-54 歳 701,956 360,997 340,959 12,897,538 7,245,792 5,651,746 20.7 10.6 10.0 23.5 13.2 10.3 5.4 5.0 6.0
55-64 歳 585,143 285,409 299,734 9,298,171 5,539,995 3,758,176 17.2 8.4 8.8 16.9 10.1 6.8 6.3 5.2 8.0
65 歳以上 494,366 256,368 237,998 4,591,743 2,868,639 1,723,104 14.6 7.5 7.0 8.4 5.2 3.1 10.8 8.9 13.8

学歴
小学・中学 1,123,686 594,719 528,967 9,391,897 5,629,029 3,762,868 33.1 17.5 15.6 17.1 10.3 6.9 12.0 10.6 14.1
高校・旧中 1,646,907 736,638 910,269 25,552,248 14,233,636 11,318,612 48.5 21.7 26.8 46.6 25.9 20.6 6.4 5.2 8.0
短大・高専 354,198 106,328 247,870 8,395,545 2,717,375 5,678,170 10.4 3.1 7.3 15.3 5.0 10.3 4.2 3.9 4.4
大学・大学院 262,336 190,671 71,665 11,460,046 8,888,784 2,571,262 7.7 5.6 2.1 20.9 16.2 4.7 2.3 2.1 2.8
不詳 2,960 1,565 1,395 44,560 22,481 22,079 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 6.6 7.0 6.3
在学したことがない 5,937 2,445 3,492 24,910 11,809 13,101 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 23.8 20.7 26.7

従業上の地位
常雇 1,007,133 384,700 622,433 33,809,196 20,955,322 12,853,874 29.7 11.3 18.3 61.6 38.2 23.4 3.0 1.8 4.8
臨時雇 404,323 136,801 267,522 4,469,563 1,260,062 3,209,501 11.9 4.0 7.9 8.1 2.3 5.8 9.0 10.9 8.3
日雇 162,749 93,762 68,987 1,152,311 557,655 594,656 4.8 2.8 2.0 2.1 1.0 1.1 14.1 16.8 11.6
会社団体等の役員 53,622 41,231 12,391 3,091,479 2,349,817 741,662 1.6 1.2 0.4 5.6 4.3 1.4 1.7 1.8 1.7
雇人あり自営業主 97,858 72,725 25,133 1,432,140 1,185,667 246,473 2.9 2.1 0.7 2.6 2.2 0.4 6.8 6.1 10.2
雇人なし自営業主 515,711 379,689 136,022 3,890,282 2,890,284 999,998 15.2 11.2 4.0 7.1 5.3 1.8 13.3 13.1 13.6
自家営業の手伝い 227,905 39,059 188,846 2,452,086 454,130 1,997,956 6.7 1.2 5.6 4.5 0.8 3.6 9.3 8.6 9.5
家庭で内職 39,593 5,263 34,330 263,696 16,024 247,672 1.2 0.2 1.0 0.5 0.0 0.5 15.0 32.8 13.9

雇用形態
正規の職員・従業員 489,069 290,646 198,423 27,501,196 19,464,039 8,037,157 14.4 8.6 5.8 50.1 35.5 14.6 1.8 1.5 2.5
パート 572,404 47,842 524,562 6,229,332 488,588 5,740,744 16.9 1.4 15.4 11.4 0.9 10.5 9.2 9.8 9.1
アルバイト 299,664 161,934 137,730 2,352,380 1,143,837 1,208,543 8.8 4.8 4.1 4.3 2.1 2.2 12.7 14.2 11.4
労働者派遣事業の派遣職員 27,864 7,652 20,212 565,364 163,122 402,242 0.8 0.2 0.6 1.0 0.3 0.7 4.9 4.7 5.0
契約社員・嘱託 95,771 45,803 49,968 1,984,667 1,046,307 938,360 2.8 1.3 1.5 3.6 1.9 1.7 4.8 4.4 5.3
その他 82,564 56,075 26,489 738,984 427,032 311,952 2.4 1.7 0.8 1.3 0.8 0.6 11.2 13.1 8.5

従業員規模
1 〜 4 人 1,124,255 622,242 502,013 10,815,767 6,084,018 4,731,749 33.1 18.3 14.8 19.7 11.1 8.6 10.4 10.2 10.6
5 〜 9 人 243,963 122,632 121,331 4,324,933 2,420,339 1,904,594 7.2 3.6 3.6 7.9 4.4 3.5 5.6 5.1 6.4
10 〜 19 人 211,164 94,282 116,882 3,948,835 2,267,289 1,681,546 6.2 2.8 3.4 7.2 4.1 3.1 5.3 4.2 7.0
20 〜 29 人 111,558 46,139 65,419 2,379,921 1,350,086 1,029,835 3.3 1.4 1.9 4.3 2.5 1.9 4.7 3.4 6.4
30 〜 49 人 127,714 50,243 77,471 2,710,300 1,558,877 1,151,423 3.8 1.5 2.3 4.9 2.8 2.1 4.7 3.2 6.7
50 〜 99 人 160,264 56,653 103,611 3,701,617 2,084,249 1,617,368 4.7 1.7 3.1 6.7 3.8 2.9 4.3 2.7 6.4
100 〜 299 人 174,697 54,551 120,146 5,392,833 3,095,321 2,297,512 5.1 1.6 3.5 9.8 5.6 4.2 3.2 1.8 5.2
300 〜 499 人 59,812 17,683 42,129 2,237,728 1,331,908 905,820 1.8 0.5 1.2 4.1 2.4 1.7 2.7 1.3 4.7
500 〜 999 人 62,061 20,915 41,146 2,520,783 1,563,693 957,090 1.8 0.6 1.2 4.6 2.8 1.7 2.5 1.3 4.3
1,000 人以上 150,307 38,743 111,564 7,722,214 5,059,047 2,663,167 4.4 1.1 3.3 14.1 9.2 4.9 1.9 0.8 4.2
官公庁 48,493 13,494 34,999 4,369,863 2,641,076 1,728,787 1.4 0.4 1.0 8.0 4.8 3.2 1.1 0.5 2.0

（出所）村上・岩井（2010）、p.17 より引用。なお、同文献記載の「失業・就業貧困率」を「ワーキングプア率」としている。

表 2　日本のワーキングプアの規定要因の分析結果（2002 年）
2002 年分析結果（無業者を含むモデル , モデル 1）

オッズ比 標準誤差 オッズ比の 95% 信頼区間
下限 上限

＜個人の状態＞
性別（リファレンス：男性） 1.480 *** 0.017 1.448 1.514
有業・無業（リファレンス：有業） 2.337 *** 0.040 2.261 2.416
年齢（リファレンス：35-44 歳）
　15 〜 24 歳 0.034 1.392 1.525
　25 〜 34 歳 1.457 *** 0.021 1.113 1.194
　45 〜 54 歳 1.153 *** 0.017 0.908 0.975
　55 〜 64 歳 0.941 ** 0.021 1.011 1.093
　65 歳以上 1.051 * 0.037 1.586 1.730
学歴（リファレンス：高校・旧制中卒） 1.656 ***
　小・中学卒 0.026 1.869 1.970
　高専・短大卒 1.919 *** 0.011 0.587 0.630
　大学・大学院卒 0.608 *** 0.008 0.358 0.389

0.373 ***
＜世帯の状態＞
世帯形態（リファレンス：その他の世帯）
　母子世帯 19.016 *** 0.836 17.445 20.727
　父子世帯 3.324 *** 0.389 2.642 4.181

有業親族世帯人員÷世帯人員 0.176 *** 0.004 0.167 0.185
15 歳未満人員数÷世帯人員 0.800 *** 0.028 0.747 0.857

定数 0.216 *** 0.005 0.206 0.226
Number of obs=426,118　LR chi2（14）=34644.32　Prob>chi2=0.0000　Loglikelihood=-122043.8　Pseudo R2=0.1243

（注 1）　* for p<.05, ** for p<.01,and *** for p<.001.



とがワーキングプアの定義に含まれ、なおかつ、

表象項目に働いている場合とそうでない場合の

項目が含まれるため、分析モデルを二つ用意し

た。モデル 1 は、いわゆる完全失業者を含めて

分析した結果であり、モデル 2 はそれを除いて

分析した結果となる。本稿の目的上、まず年齢

別の分析結果に注目する。表 2 に示すとおり、

年齢別の分析結果は、若年層がワーキングプア

対して各項目のワーキングプアに陥る確率が何

倍になるのかを「オッズ比」という形で示して

いる。オッズ比が 1 を上回る項目は、リファレ

ンス項目に対してワーキングプアに陥りやすい

項目であることを示す。なお、表中の「＊」は、

推定結果が統計的に有意であるかどうかを示し

ている。

　労働市場で活動する（就業・失業）というこ
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2002 年分析結果（有業者のみを対象とするモデル , モデル 2）

オッズ比 標準誤差 オッズ比の 95% 信頼区間
下限 上限

＜個人の状態＞
性別（リファレンス：男性） 1.324 *** 0.020 1.284 1.365
年齢（リファレンス：35-44 歳）
　15 〜 24 歳 1.540 *** 0.043 1.459 1.626
　25 〜 34 歳 1.222 *** 0.025 1.174 1.273
　45 〜 54 歳 0.911 *** 0.019 0.874 0.949
　55 〜 64 歳 0.941 * 0.022 0.899 0.985
　65 歳以上 1.110 *** 0.029 1.055 1.168
学歴（リファレンス：高校・旧制中卒）
　小・中学卒 1.579 *** 0.025 1.532 1.628
　高専・短大卒 0.677 *** 0.014 0.651 0.705
　大学・大学院卒 0.482 *** 0.012 0.459 0.506

従業上の地位（リファレンス：常雇）
　臨時雇 1.037 0.024 0.991 1.084
　日雇 1.171 *** 0.042 1.092 1.257
　会社・団体等の役員（民間の役員） 0.521 *** 0.022 0.479 0.566
　自営業主で雇人あり 1.847 *** 0.063 1.728 1.974
　自営業主で雇人なし 3.276 *** 0.075 3.133 3.426
　自家営業の手伝い（家族従業者） 1.953 *** 0.054 1.850 2.061
　家庭で内職 2.389 *** 0.182 2.057 2.775

雇用形態（リファレンス：正規の職員）
　パート 2.619 *** 0.061 2.502 2.741
　アルバイト 3.797 *** 0.115 3.579 4.029
　労働者派遣事業所の派遣社員 2.491 *** 0.159 2.197 2.823
　契約社員・嘱託 2.387 *** 0.079 2.237 2.548
　その他 3.043 *** 0.138 2.785 3.326

従業員規模（リファレンス：300 人以上（官公庁含む）
　1 〜 19 人 2.634 *** 0.055 2.529 2.743
　20 〜 299 人 1.945 *** 0.038 1.871 2.022

週間労働時間（リファレンス：35 〜 42 時間）
　15 時間未満 1.217 *** 0.040 1.142 1.298
　15-19 時間 1.008 0.038 0.936 1.084
　20-21 時間 1.160 *** 0.041 1.083 1.243
　22-29 時間 1.024 0.027 0.971 1.079
　30-34 時間 1.209 *** 0.031 1.150 1.271
　43-45 時間 0.923 ** 0.023 0.879 0.969
　46-48 時間 1.019 0.022 0.976 1.063
　49-59 時間 0.996 0.021 0.956 1.038
　60 時間以上 1.194 *** 0.027 1.142 1.249

＜世帯の状態＞
世帯形態（リファレンス：その他の世帯）
　母子世帯 21.035 *** 0.997 19.169 23.083
　父子世帯 3.550 *** 0.455 2.761 4.563

有業親族世帯人員÷世帯人員 0.278 *** 0.008 0.262 0.295
15 歳未満人員数÷世帯人員 1.199 *** 0.050 1.105 1.302

定数 0.052 *** 0.002 0.048 0.055
Number of obs=391,950　LR chi2（36）=30900.09　Prob>chi2=0.0000　Loglikelihood=-96402.467　Pseudo R2=0.1381

（注 1）　* for p<.05, ** for p<.01,and *** for p<.001.
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きる限り円滑に就労することに主眼を置いてい

るということである。たしかに、無業の状態を

早く抜け出すことは若年層にかかわらず非常に

重要である。

　ひとたび失業状態に陥ると、一定の受給要件

を満たす限りにおいて、失業給付を受給しなが

ら求職活動を行うこととなる。近年、非正規雇

用者の増大が問題視される中、一定の受給要件

は、「離職の日以前 2 年間に、被保険者期間が通

算して 12 カ月以上あること。ただし、特定受給

資格者又は特定理由離職者については、離職の

日以前 1 年間に被保険者期間が通算して 6 カ月

以上ある場合でも可」11）というものである。ただ

し、OECD（2017）が指摘するとおり、基本手

当の所定給付日数は少ない。例えば、雇用保険の

被保険者であった期間が 5 年未満であり、30 歳

未満（若年層）であれば、所定給付日数は 90 日

である 12）。加えて、一日あたりの給付額は、離

職前の賃金（賞与等を除く）に連動しており、「離

職した日の直前の 6 ヶ月間に毎月きまって支払

われた賃金の合計を 180 で割って算出した金額

のおよそ 50〜80％（60〜64 歳については 45 〜 

80％）となっており、賃金の低い方ほど高い率」13）

になっている。低賃金層への考慮であると思わ

れるが、そこに世帯の状態への考慮は入ってい

ない。

　雇用保険の受給資格を満たさない場合、ある

いは、失業給付の受給中に再就職できなかった

場合には、求職者支援制度による支援を受ける

こととなる。職業訓練受講手当として月額 10 万

円が支給される。受給要件として設定されてい

る項目について特に収入・資産面を見ると、本

人収入が 8 万円以下、世帯全体の収入が 25 万円

以下、世帯全体の金融資産が 300 万円以下とな

っている 14）。

　以上の給付要件から漏れる者は、ミーンズテ

に陥りやすいことを示している。すなわち、リ

ファレンスを中年齢層（35 〜 44 歳）とすると、

若年層のオッズ比は 1.457（15 〜 24 歳、モデル 1）、

1.153（25 〜 34 歳、モデル 1）となっており、双

方で 1 を上回る。これは、モデル 2 においても

同様であり、15 〜 24 歳では 1.540、25 〜 34 歳で

は 1.222 である。ちなみに、他の項目を見ると、

性別では女性、学歴では低学歴層、雇用状態で

は非正規雇用がワーキングプアを規定する大き

な要因である。加えて、世帯の状態についての

項目を見ると、母子世帯のオッズ比が非常に高

い。母子世帯の「生活困難」を示すものである。

またさらに、世帯内の有業者が増えればワーキ

ングプアに陥る確率は低くなり、世帯内の要扶

養者（15 歳未満人員）が増えるとワーキングプ

アに陥る確率が高くなる（モデル 2 のみ）こと

も表 2 は示す。

4　日本の若年層に対する就労支援とその課
題　―ディスカッション―

（1）若年層に対する就労支援とワーキングプア
　以上を鑑みて、若年層に対する就労支援とそ

の課題を示すこととしたい。近年、日本政府は

様々な就労支援政策を打ち出すようになってい

る。厚生労働省では、若年者雇用対策として、

新卒応援ハローワーク、わかものハローワーク

を若者の就労支援窓口として設置し、そして、

都道府県が主体的に設置する施設としてジョブ

カフェを設置している。

　求人情報の提供、就職活動への支援、ガイダ

ンス・セミナーの実施等がその主な内容となっ

ている。また、厚生労働省は、若年層を積極的

に雇用する雇用主側に対して、ユースエール支

援制度、「若者応援宣言」事業を展開している。

ただし、これらの事業内容から分かることは、

政府の実施する若年層への就労支援事業が、で
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あり」の割合が 1/4 程度あり、いわゆる「シング

ルマザー」の比率が高かった」18）と述べられて

いる。また、主な生計の担い手としての若年層（特

に 20 〜 30 代）が一定程度の割合（20 代男性で

24.7％、30 代男性で 42.6％など）で存在するこ

とも指摘されている 19）。

　生活保護の受給状況については、厚生労働省

（2017）の生活保護受給世帯を世帯類型で見ると、

高齢者世帯の割合が高いものの、その他世帯（稼

働年齢層が含まれる）が世界金融危機後に大き

く増加した事が指摘されている。

　上記に加えて、近年、「生活困窮者のための自

立支援事業」が、生活困窮者に就労の機会を与

えるための各種事業を展開していることに触れ

ておきたい。住居確保金の支給、就労支援事業、

一時生活支援事業、家計相談支援事業、子ども

の学習支援事業などが実施されている。就労に

向けての支援を通じて、生活困窮者の困難から

の脱却を企図するものである 20）。ただし、事業

結果の成否をどのように判断するかについては

不十分であり、筆者は非常に困惑してしまう。

（2） ディスカッション
　失業給付、職業訓練受講支援制度、生活保護

制度（自立支援事業含む）が政策として用意さ

れている。ワーキングプアに対する近年の制度

改革は、一定程度評価できるものである。ただ

し、若年層のワーキングプア問題との関連で次

のような問題点を指摘できよう。それは、端的

には、「就職後の問題」である。上記のいずれの

政策も、失業状態に陥った場合、失業給付が途

切れた場合、そして、生活困窮状態に陥った場

合への対処である。これらは事後的に対処する

政策を中心としており、そこには一定の意義が

あると言えよう。ただし、その受給要件を満た

さない、実際に就労している低賃金層、ひいて

スト（資力調査）を受け、条件を満たす限りに

おいて生活保護を受給することとなる。

　失業給付、職業訓練受講手当、そして、生活

保護の制度の状況などを若年層に絞って見るこ

ととする。

　労働政策研究・研修機構（2017）によると若

年層の雇用保険の受給資格取得時の離職理由と

して一番大きなウェイトを占めるのが自己都合

である。特に若年層男性においては「長時間労

働」を理由とする者の割合が大きなウェイトを

占めるとされ、若年層女性においては上記に「出

産・育児のため」、「結婚のため」という理由が

加わるようである。また、同書は、若年層の場合、

給付日数については最短日数である 90 日の比率

が高いことも指摘している。若年層の、雇用保

険の受給資格取得時に離職した企業での勤続年

数は、平均 3.9 年となっている 15）。

　職業訓練受講手当の状況について厚生労働省

（2017）では、雇用情勢の改善の影響により受講

者数の減少傾向が続いていることが示されてい

る 16）。しかしながら、同資料には年齢別の受講

者の情報は示されていない。そこで受講者の把

握時点（2012 年 9 月）が少し古くなるが、労働

政策研究・研修機構（2017）から状況を把握す

ることとする。同書によると、「年齢は 10 代 2.3

％、20 代 27.1％、30 代 29.5％、40 代 23.8%、50

代 12.7%、60 代 3.1% と 20 〜 40 代が中心」とな

っていることが指摘されている。ただし、性別で

割合が異なり「30 〜 40 代では女性が、50 〜 60 

代では男性が多かった」ことが指摘されている17）。

また、世帯内の状況についても調査がなされてお

り、「年齢が上がるにつれて「配偶者あり子ども

なし」、「配偶者あり子どもあり」の割合が増えて

いた。ただし、男性では 30 〜 40 歳においても、

約 7 割の回答者が「配偶者なし子どもなし」だ

った。女性では 30 代以降、「配偶者なし子ども
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急務であり、その土台となる統計が必要である21）。

【注】

1）Eurofound（2017）、p.4 より引用。

2）駒村（2008）、p.55 を参照。

3）福原（2008）、pp.5-6 を参照。

4）文部科学省ホームページを参照。

5）OECD（2017）、p.7 より引用。

6）OECD（2017）、pp.7-8 を参照、一部要約した。

7）OECD（2017）、pp.8-9 を参照。

8）総務省統計局（2017）、第 II-16 表より筆者が計

算した。

9）推計結果については、一橋大学経済研究所附属

社会科学統計情報研究センターで提供している

『就業構造基本調査』（1992・1997・2002 年）の

秘匿処理済ミクロデータによる「日本のワーキン

グ・プアの推計」（申請者：岩井　浩、共同利用

者：村上雅俊）の成果をもとにしている。また、

ワーキングプアを規定する要因の分析結果につい

ては、統計法に基づいて、独立行政法人統計セン

ターから「就業構造基本調査」（総務省、平成 4 年、

平成 9 年、平成 14 年）に関する匿名データの提

供（代表申請者：仙田徹志、共同利用者：村上雅俊）

を受け、独自に作成・加工したものである。
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では、「半年以上働いており、年間世帯等価可処

分所得（equivalized yearly disposable household 

income）が中央値の 60％未満である個人」とい

う定義で推計が行われている。労働力人口を対象

にするのかそれとも就業者のみを対象にするのか

という点で、両定義は異なっている。また、EU

加盟国の中には、上記の定義に代わる定義で推計

はワーキングプアが制度から漏れる可能性は否

めない。

　先に、厚生労働省が、若年者雇用対策として、
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都道府県が主体的に設置する施設としてジョブ

カフェがあることを述べた。これらの政策の政

策効果がどの程度あるのかが定かではなく、関

連情報（例えば、就労した場合の賃金等）を、

今のところは、知ることはできない。加えて、

一定の項目をもとに集約・集計した結果さえ示
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あろう。各種事業におけるPDCAとその公表は
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